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によると、世界では毎年約 1 億６千万人が被災し、約 10 万人の命が奪われるとともに、
約 400 億ドル以上の経済的打撃を与えている。とりわけ、漁業生産の盛んなアジア太平
洋地域は、世界で最も自然災害の脅威に晒されている地域である。2004 年末のインド洋
津波被害では約 23 万人、2008 年の中国四川大地震では約 9 万人の犠牲者が発生した。近
年、アジア太平洋地域の被災状況は、発生件数では世界の約 4 割､死者数では約 6 割､被
災者数では約 9 割､被害額では約 5 割にも及んでいる1。とりわけ、日本では台風や地震及
び津波と自然災害のリスクが多い地域である。そして、本研究で取り上げる東日本大震
災の人的被害は、地震及び津波の死者 19,418 名、行方不明者 2,592 名、負傷者 6,220 名
である(消防庁平成 28 年 3 月 1 日)2。 
東日本大震災発災から 2021 年 3 月で節目となる 10 年が経過する現在、漁港や漁船及
び共同利用施設の復旧は大きな成果を上げた。現在、被災地では漁船、漁港、水産業共
同利用施設、水産加工施設等の水産業インフラの復旧など復興事業が進められ、その具
体的な成果が現れている。2020 年 3 月末時点の陸揚げ岸壁の機能回復は 100％（319 漁
港）、漁港施設の復旧状況は 88％（2,514 施設）、2018 年 3 月末時点の漁船の復旧は
93％（18,651 隻）、再開を希望する養殖施設 2017 年６月末に全て整備完了、再開を希
望する水産加工施設の 96％（754 施設）が業務再開、2019 年 9 月末時点の産地市場の業
務開始率 76％（26 施設）が復旧、がれきにより漁業活動に支障のあった定置漁場は
100％（988 か所）、養殖漁場は 99％（1124 か所）のがれき撤去が完了している3。 
他方、被災地における水産業の構造的な問題は水産業のインフラ復旧では直接的な課
題解決にはつながらない。漁村地域の過疎・高齢化による担い手不足を例にとると、漁
港背後集落の 65 歳以上の高齢化率は 38.1 で日本の高齢化率と比べ 10％高い。さらに、
東日本大震災の 2011 年から漁港背後の人口は大幅に減少し、震災前と震災後では、22
万人の減少である。津波により漁港背後集落が被害を受けた影響も大きいが、2003 年か
ら 2017 年までの 15 年間に 67 万人が減少しているため、総じて減少傾向にある（図
１）。また、これに伴い漁業就業者数も年々減少しており、2017 年の漁業就業者数は







注：１）高齢化率とは、区分ごとの総人口に占める 65 歳以上の人口の割合。 
２）平成 23（2011）～29（2017）年の漁港背後集落の人口及び高齢化率は、岩手県、宮城県及び福島県の 3 県を除
く。 





注：１）「漁業就業者」とは、満 15 歳以上で過去 1 年間に漁業の海上作業に 30 日以上従事した者。 
２）平成 20（2008）年以降は、雇い主である漁業経営体の側から調査を行ったため、これまでは含まれなか
った非沿海市町村に居住している者を含んでおり、平成 15（2003）年とは連続しない。 












万トンほどであった。しかし、1985 年から減少は始まり、1990 年に 200 万トンを割り込






























































































































































































2 内閣府「平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)につい
て」,2011.http://www.bousai.go.jp/2011daishinsai/pdf/torimatome20160308.pdf. 















は、1854 年安政東海地震・安政南海地震、1896 年明治三陸地震津波、1923 年関東大震


















69 億円、漁船は震災前の登録漁船数 696 隻に対し被害漁船数は 591 隻（84.9％）であっ
た。政府は復興政策として「安全なまちづくり」、「豊かなまちづくり」、「快適なま
ちづくり」を復興基本方針に掲げ、発災翌年の 1994 年 4 月に漁業者の定住意向を重視し































































































































表 1 特定非営利活動促進法における定義に掲げる活動 
 
10  
1. 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 11. 国際協力の活動 
2. 社会教育の推進を図る活動 12. 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 
3. まちづくりの推進を図る活動 13. 子どもの健全育成を図る活動 
4. 観光の振興を図る活動 14. 情報化社会の発展を図る活動 




















ートする NPO は立ち上がれど、点在する NPO（組織）を束ねるコーディネーターの不在
という、新たな課題が浮き彫りとなったのも阪神・淡路大震災である。さらに、その
後、2004 年 10 月に発生した新潟県中越地震では、阪神・淡路大震災後にボランティアを













































国際協力 NGO センター（以下、JANIC という）2012 年報告書によると、東日本大震
災では 74 団体、552 プロジェクトが実施された。支出された資金は内外からの寄付金や
助成金を合わせ 147 億円にのぼっている。しかし、これらの支援は、被災３県（岩手県、
宮城県、福島県）で同じように配分されたわけではない。震災から３カ月時点での被災者
数は宮城県が 31,947 人、岩手県が 31,337 人なのに比べ、福島県では 134,249 人と圧倒的































インド洋でマグニチュード 9.1 を観測した。2005 年 1 月 20 日時点における総死者数は
226,566 人であった。高さ平均 10m に達する津波が数回、インド洋沿岸に押し寄せた。イ
ンド洋の各国では太平洋側の各国にて整備されている津波警報国際ネットワーク（津波
早期警報システム）が無く、2 時間後に到達する地域においても避難勧告を出すことがで
きなかった。2008 年 2 月 12 日、UNESCO は国際惑星地球年の一環として、観測体制と
教育体制の不備による『世界最悪の人災による悲劇』のワースト 5 の 1 つとしてスマト
ラ島沖地震の津波災害を認定している。 
主な支援については、国連をはじめとする 45 の国や地域などの公的セクターから 42
億ドル、製薬会社のファイザーや飲料メーカーのコカコーラ等の民間企業や F1 レーサー
の M .シューマッハなどの個人から総額５億ドル以上が寄付された。しかし、国連やユネ


































と、インターネットで NGO やその活動について調べたと聞いている。このように NGO



















経済の担い手は、基本的に第 1 セクター（公共部門）、第 2 セクター（民間部門）そ
して第 3 セクター（非営利部門）26の 3 つに分類することができる。すなわち、行政によ
る第 1 セクターでも、民間資本による第 2 セクターでもなく、公共の利益を目的とする
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行う NGO は日本国内では NPO として法人格を得ている。NGO と NPO はいずれも非営利
団体である。本論では特に国際協力に従事する NGO の水産業支援を事例にしているため、
便宜上 NGO/NPO と記載し、国内のみで活動する団体は NPO とする。 
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25 小林誠「自然災害と復興支援:スマトラ島沖大震災からの復興に対する FAO の取組
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  2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分、三陸沖(北緯 38.1 度、東経 142.9 度、宮城県牡鹿半
島の東南東 130km 付近)を震源として「東北地方太平洋沖地震」が発生し、観測史上最大
のマグニチュード 9.0 を記録した。震源に近い岩手県、宮城県、福島県の 3 県の沿岸地域
は、特に大きな津波が押し寄せ、壊滅的な被害を被った。気象庁の観測によると、津波
観測地点における津波の高さは、岩手県の宮古で 8.5m 以上、大船渡で 11.8m、釜石で
9.3m、宮城県の石巻市鮎川で 8.6m 以上、福島県の相馬で 9.3m 以上と発表されている。
法務省の報告によると、地震・津波による死者は 19,533 人、行方不明者は 2,585 人(2017
年 3 月 1 日現在)にのぼり、漁業関係者も犠牲になっている30。農林中金による報告で
は、宮城県では漁業協同組合（以下、漁協とする）組合員 11,000 人のうち震災で 452 人
が死亡し31、総務省の報告では福島県は漁協組合員 1,567 人（いわき市漁業及び相馬双葉
漁業協同組合の組合員の合計）のうち 115 人が死亡している32。建造物の被害は津波によ
る被害が多く、全壊約 12 万 2 千戸、半壊約 28 万戸、一部破損約 74 万４千戸(2017 年 3
月 1 日現在33)となっており、多くの人が家や家財道具を失った。この震災により、避難
者数は約 47 万人に及んだ。復興庁によれば 2016 年 12 月時点での避難者数は約 13 万人







によると、漁船の被害数は 1 万 8,936 隻、被害漁港数は 319 漁港にのぼっている（2011














方、牡鹿半島周辺は隆起に転じており、震災後 4〜5 年後の 1 年間では、最大約 6cm の隆





とを受け、茨城県においては同県の要請に基づき、2011 年 4 月 5 日以降、コウナゴ漁業
者が操業を自粛した。一方、福島県においては、極めて高濃度の放射性物質が検出され




































漁船数（隻） 25,014 793 114 9,673 12,029 873 488 405 133 
漁船被害額（億円） 1,701 87 18 217 1,160 60 44 9 10 
漁港施設数（漁港） 319 12 46 108 142 10 16 13 − 
漁港施設被害額（億円） 8,230 13 0 2,860 4,243 616 431 22 − 
養殖施設被害額（億円） 738 94 0 132 487 3 0 4 17 
養殖物被害額（億円） 575 58 73 110 332 5 − 7 63 
共同利用施設数（施設） 1,725 83 73 580 495 223 172 78 11 
共同利用施設被害額（億円） 1,249 6 34 513 458 139 85 13 1 
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国 + 県 + 受益者（漁協また
は事業者）  
共同利用漁船等復旧支援対策事業 
国 + 県 + 基礎自治体（受益
者負担分を田老町が支援）  
共同利用漁船等復旧支援対策事業（田老町） 































策、原子量被害対策が第二次補正予算を同年７月 25 日に予算成立させ 198 億円が充当さ
れた。第二次補正予算は被災した漁協・加工組合等の水産業共同利用施設の早期復旧に
必要な機器等の整備支援や水産物の放射性物質調査等の対策が講じられた。その後、第
三次補正予算は政府臨時国会において提出され、10 月 21 日閣議決定、翌 11 月 21 日に成
立した。補正予算全体の予算額は 12 兆 1,025 億円におよび、うち水産関係の予算は 4,989
億円となった。震災前 5 年間の一般会計の平均水産予算が単年度 2,300 億円であった状況
からすると驚異の額であり、戦後の水産予算編成史上においても特筆すべき規模となっ
た。補正予算は第四次まで組まれたが、この内容は復興に限定したものではない。翌
2012 年度の水産復興関系の予算は 843 億円となり、2011 年第 3 次までの補正予算 7,340
億円との合計予算額は 8,183 億円となっている。2013 年度以降は東日本大震災復興特別
会計として、毎年度予算が水産庁から復興庁へ計上される。2011 年度から 2017 年度まで




表 4 水産関連予算総額 
2011 年度 第 1 次補正予算 2,153 億円 
第 2 次補正予算 198 億円 
第 3 次補正予算 4,989 億円 
2012 年度 843 億円 
2013 年度※ 2,120 億円 
2014 年度 1,854 億円 
2015 年度 1,660 億円 
2016 年度 1,278 億円 
2017 年度 676 億円 
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（気仙沼、志津川、石巻、女川、塩釜）の水揚額 602 億円、水産加工品出荷額 2,582 億円
と震災前 2010 年と同数の目標値としている。2016 年の漁業生産額は 549.１億円と震災前




る。2011 年 3 月 11 日、東日本大震災発生後、津波が東京電力福島第一原発を襲い、原子
炉冷却システムが全停止した。翌 12 日には 1 号機の建屋が水素爆発を起こし、14 日に 3
号機建屋が、15 日に 2 号機と 4 号機の建屋が爆発した。放射性物質が海洋に放出された
ことが判明し、福島県漁連と県内漁協の組合長らは、2011 年 3 月 15 日に電話会議を実施
し、当面の沖合・沿岸漁業の操業自粛を決定した41。 
その後、2011 年 3 月 30 日より始まった福島県による緊急時モニタリング検査（以下、
モニタリング検査という）によって科学的データを収集し、水産物の安全性を確認して






協の 2 ヵ所で自主検査を行い、国の放射性セシウムの基準値 100bq/kg より厳しい 50bq/kg
以下の水産物のみを出荷する体制を構築している。2016 年 7 月末までのサンプル数は約
4 万尾におよび、それにより解除された試験操業対象魚種は 73 種となった。2020 年 2 月
25 日よりすべての魚介類が対象となっている。 












10km 圏内を除く全ての海域まで拡大した。対象魚種は 97 魚種、参加隻数は当初の 6 隻
から延べ 786 隻、漁獲量も 2014 年は 740 トンとなった。しかし、震災を期に漁業を廃業
する漁業者や原子力災害による福島県の避難している漁業者の状況から漁船隻数は震災
以前には戻らないことが予想される。 
産地市場では 34 施設のうち 2017 年 1 月時点で 23 施設が産地卸売業務を再開し 68％が
復旧している。福島県は試験操業のため、相馬原釜漁港のみ業務を行なっている。2016
年の漁業生産額は 9.9 億円と震災前年比で約 55％である。漁港の復旧では 2017 年 1 月末





被災３県の水産業復興現状は、2016 年の漁業生産額は 722 億円と震災前年比で約 90％
である。漁港の復旧では 2017 年 1 月末時点で被災した 319 漁港のうち 316 漁港が復旧し
ており 99％が水揚げ可能である（部分的に可能な場合を含む）。漁船では約 2 万 9 千隻




























30 消防庁「東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)について(第 155 報)」,消防庁災害対策本




校 2013 第 3 回開催時配布資料,http://www.parc-jp.org/freeschool/2013/img/131021-inui.pdf. 
33 註 26 に同じ. 
34 朝日新聞,2016 年 11 月 1 日付朝刊. 













興・創生シンポジウム配布資料,2016 年 3 月 24 日,於：大手町サンケイプラザ 
42 片山知史「福島県漁業の将来像」,『漁業・水産業における東日本大震災被害と復興に関す
る調査研究 』,2015 年,pp.113-120, 一般社団法人東京水産振興会. 

































た。また、2011 年 5 月 30 日の公益法人制度改革により、震災関連指定寄附金が指定(財

















表 5 日本財団が支援した水産業支援事業一覧 
 
（出展：日本財団 ROAD project 報告書より作成） 
 





















2.5％にあたる交付金が使われた。日本財団は岩手県 5 軒（2 億 2509 万円）、宮城県 4 軒
（1 億 7,916 万円）へ支援し、合計予算規模は 9 軒で 4 億 425 万円である（2015 年３月現
在）2017 年 8 月までに 15 ケ所の番屋を支援した。 
また、予算構成の中で、日本財団以外の資金も使用されているケースもある。宮城県
漁業協同組合・河北町支所が所有する長面浦（ながつらうら）番屋の再生事業では、フ




















表 6 番屋支援一覧 
番屋名 
（完成） 



































































































































































































































































2010 年の全国主要港水揚高のデータによると、宮城県女川町の水揚量は 8 万 2 千トン














支援の背景は次のとおりである。カタール国と日本は 2012 年に国交樹立 4 0 周年を迎
え、日本との友好関係の中で教育や文化の面で様々な交流を続けていた。東日本大震災





ル（約 80 億円）の寄付を決定し、「カタールフレンド基金」（Qatar Friendship Fund,議
長：駐日カタール国特命全権大使）を 2012 年 1 月に設立した。この基金は、「子どもた
ちの教育」「健康」「水産業」の 3 分野の復興支援活動の助成に充てられている。支援





③ 2012 年に開始され、2014 年 12 月までに完了するプロジェクトであること。 
女川の多機能水産加工施設支援は、カタールフレンド基金の最初の支援であり、予算
規模は 20 億円である。2016 年 6 月より「カタールフレンド基金」は、「カタール開発基



























10 月 13 日に落成した。 
マスカーは冷凍冷蔵庫としては特殊な 4 階構造であり、震災前の能力を超える冷蔵



































































































































表 7 キリン絆プロジェクト一覧（2015 年度） 





120,300,000 円 1,891,630,151 円 
養殖業復興・再生に向け
た水産業の支援 
0 円 1,618,191,858 円 
大学への支援 10,000,000 円 70,000,000 円 





農業関連高校生就学支援 0 円 589,700,509 円 
卓球を通じた支援 0 円 164,317,038 円 
理科教育支援 0 円 160,421,842 円 
音楽を通じた支援 16,391,462 円 102,979,286 円 
心と体の元気サ
ポート 
サッカーを通じた支援 96,049,070 円 1,544,965,187 円 
東北六魂祭の支援 0 円 20,895,303 円 
情報収集と発信 0 円 12,000,000 円 
年度計 314,259,050 円 6,338,398,574 円 
































2012 年 10 月から 2015 年 12 月までは「第 2 ステージ」（ソフト支援）として、養殖業
再生から復興のためのハード支援を継続しながら、地域ブランドの再生、6 次産業化の支
援、将来の担い手・リーダー育成支援などのソフト支援を行った。また、放射能災害に
より、岩手、宮城よりも復旧が遅れていた福島は 2015 年から 2017 年までソフト支援を
行った。 











































































































































































































キリンは利潤を求める企業である一方、社会の 1 組織として CSV（Creating Shared 
Value） という考え方を進めている。キリン株式会社 CSV 戦略室絆づくり推進室の室長
曰く、ソフト支援はキリンの考え方４C（charring, corroboration, commitment, character）、
に沿った支援を行っている。中でもコミットメントが重要である。会社は社会的役割を
果たすためソーシャルイノベーションを図り、社会の中のキリンとしてのバリューを示



























































































に、ヤマト運輸の創始者である小倉氏が現役を退いた 1993 年 9 月に設立した。震災後、
2011 年 4 月 1 日に内閣府より公益財団法人として認定を受けた。続いて、今までの障が
い者支援事業に加え、「震災など国内緊急災害発生時には被災地の個々の生活・産業基
盤の復興と再生の支援」を定款に定め、4 月 11 日に内閣府より活動内容変更認定を受け
た。同年 6 月 24 日には、財務大臣より寄付者が非課税で寄付できる「指定寄附金」の指








震災後､いち早く支援を実施するため矢継ぎ早に支援体制を構築し､2011 年 9 月 8 日には
9 件の 1 次助成事業が決まった｡2012 年 4 月 26 日の 5 次助成事業までに計 31 事業､助成
金総額 142 億 1,849 万 8,102 円もの事業が実施された｡水産業における助成額は総額 73 億
2,248 万円ほどである（岩手県約 48 億 8,700 万円、宮城県が約 24 億 3,500 万円）（2015
年 3 月 31 日現在）。 
 
表 10 ヤマト福祉財団による助成額 
基盤別 県別 
基盤 件数 助成額 県名 件数 助成額 
水産業 16 件 73 億 2248 万円 岩手県 11 件 54 億 6512 万円 
農業 5 件 24 億 9701 万円 宮城県 8 件 37 億 5737 万円 
生活 7 件 40 億 600 万円 福島県 12 件 49 億 9600 万円 
商工業 3 件 3 億 9300 万円    
































旧支援事業(第 1 次･第 3 次補正予算)｣は本設を目的にするものであり､仮設市場の建設に
は該当しなかった｡市場建設は完成まで少なくとも 2 年はかかるため､9 月からのシロザケ
水揚げには間に合わないため､ヤマト福祉財団の事業申請を行った｡9 月 8 日に助成が決定
すると急ピッチで仮設魚市場を建設し震災から約 7 ヵ月後の 2011 年 10 月 24 日に初セリ
を実施することができた｡その他にも､当初の国の復興事業では該当しない､水産業共同利
用施設内の製氷機器（スラリーアイス）や養殖資材など、岩手県や宮城県が申請して助






































































































































50 「復興応援キリン絆プロジェクト」水産業支援事業チーム『KIZUNA Story Book 水産業
編 2011→2015』,日本財団・荻上健太郎編,2016 年, SHUN GATE. 
51 Tuckman, Bruce W. (1965) ‘Developmental sequence in small groups’, Psychological 





























情報を発信した。とりわけ、支援 P や JPF 等に対する支援金の募集や、災害ボラン
ティアセンター立ち上げのための資機材の提供、企業人ボランテイアプログラムの
企画・実施などは、これまで培ってきた 1%クラブを通じた NPO/NGO と企業との信
頼関係を活かして、迅速かつ円滑に実施できた。また、今回の震災では、被災地内
外の NPO/NGO 等が情報交換を密にし、災害支援に連携して取り組むことを目的と






























































WVJ は震災発生後 90 日間を緊急期と位置づけて緊急支援活動として避難所や仮設住宅













































の対象外となる自己負担費用の補填を行なった。結果的に全費用の 6 分の 5 は国と県の
補助対象（共同利用漁船等復旧支援対策事業）になり、ワールド・ビジョン・ジャパン





























によると震災前 2010 年度の観光客数は 100 万人で震災の年 2011 年度は約 36 万人まで下
がり、2014 年度は 76 万人で約 8 割まで回復してきている。 
漁協直売所支援は、志津川支所内で震災前から構想があり、全国の漁協でその取り組み
















てられた直売所は、2013 年 4 月に開店し、土日祝祭日を中心に水揚げされたカキ、ホタ
テ、ホヤ、ギンザケなどを販売している。しかし、この直売所は開店から 5 年後の 2018
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WVJ は当初漁協の超低温冷蔵庫施設復旧に必要な総額 4 億 1,987 万円の内、国の補助金
が 3 分の 2 で､残り 3 分の 1 の自己負担分１億 3,995 万円の支援を決定した。したし、時
間の経過とともに国及び県から合わせて 6 分の 5 の補助を受けられる事となったため、
漁協自己負担分の 6 分の１の 6,665 万円に減額し、軽減した資金は製氷施設支援へ充当す
ることとなり、その他の資機材も合わせて、気仙沼漁協への総支援額は計１億 7,683 万円
























































































経済インパクト 高 ⚫ 表 14 の通り 
持続性 高 

























































（２）NPO /NGO による支援の分析 
2004 年インド洋津波災害以降に世界で災害が起きると、国際 NGO が増える傾向にあ
る。しかし、ボランティアを受け入れる受皿の整備が整っているわけではなく、個人が
個人へ場当たり的に支援を実施した事例が多く報告されていた。一方、東日本大震災で





































































－」,2012 年, https://www.keidanren.or.jp/policy/2012/011_gaiyo.pdf. 
55 経団連が 1990 年 11 月に設立した寄付や社会貢献活動に努める団体.１％（ワンパーセン
ト）クラブは,経常利益や可処分所得の１％相当額以上を自主的に社会貢献活動に支出しよう


































や旧 JF 請戸の復興支援に携わった際に、JA 福島中央会と農林中金の出資、日本生協連の
協力のもと、地産地消ふくしまネット（正式名称：地産地消運動促進ふくしま協同組合協
























































































結委員会」が、1956 年には後述の「日本協同組合連絡会（JJC）」が、そして 1966 年に
ICA の第６原則として「協同組合間協同」が追加され、1970 年の「日生協と全農の提携
に関する覚書」が交わされるなど、国内における異種の協同組合間交流が展開する。
1992 年に開催された第 30 回 ICA 東京大会において「協同組合間の協同」が改めて強調
され、1995 年の第２回 ICA 全体会議では「協同組合は、地域、全国、諸国間の、 さら
には国際的な仕組みを通じて協同することにより、自分の組合員に最も効果的に奉仕
し、また、協同組合間協同を強化」することが採択されている。また、都道府県段階に
おいても連携組織が自発的に結成され、JCA 調べによれば、最古のものが 1971 年に設立
 
69  
された長野県協同組合連絡会、次いで 1975 年に鹿児島県協同組合協議会と、いずれも 40
年以上の歴史がある。 













































































































生協を除く連携について、同主体は平成 17 年 8 月にアンケート調査を実施してお
り、その結果を下記整理する。  
 





















































































































































































表 18 重茂漁業協同組合の組織の概要（2017 年 3 月 31 日現在） 
  





















者は 50 名、負傷者 15 名にのぼる。組合員 403 世帯のうち 88 世帯の家屋が流出したほ
組合員世帯数 369 戸 資本金 164,017 万円 
組合員数の動向 
516 名（正組合員 468
名・准組合員 48 名） 
漁船数 682 隻 
組合員の平均年齢 平均年齢 52.8 歳 購買取扱高 29,244 万円 
代表理事組合長 伊藤隆一 販売取扱高 191,982 万円 
役職員数 
役員 16 名 
職員 29 名 
加工事業取扱高 70,443 万円 
定置事業取扱高 69,799 万円 
 
77  
か、半壊 1 世帯・床上浸水 2 世帯で、合わせて 91 世帯が被災した。倉庫の全壊は 355
棟・半壊 6 棟・床上浸水 10 棟となった。震災直後は、半島に通じる道が寸断され、停電
や通信網の不通が続き、負傷者を病院に搬送できないなど悲惨な状況が続いた。漁協に
所属する漁船は 814 隻のうち 798 隻が流出し、10 カ所の漁港施設、そして 1310 台の養殖
施設も全壊した。そのうち、あわびセンターや加工場、ふ化場などおよそ 50 施設の被害
額だけでも 42 億円にのぼった。 
 
表 19 重茂漁協による東日本大震災復興基本方針 
 図 7 わかめ水揚量の推移         図 8 わかめ生産者数の推移 
  
（水産統計 宮古の水産 平成 28 年度「採介藻漁業生産の推移」より筆者作成） 
 
 
重茂漁協では、2011 年 3 月 14 日には対策会議を設置し、漁業の再開を第一目標に行動










































































































































70 トンのワカメの一括購入、生活クラブのカンパ金による 3 隻の漁船の寄贈やイベント
など多岐にわたるものであった。 
 
表 20 生活クラブ生協の支援（時系列） 
3/11 地震発生 生活クラブ 対策本部立ち上げ 
3/12 重茂漁協よりメール 被害甚大。50 人ほど行方不明。 
3/14 重茂漁協メンバー無事確認。 
3/15 盛岡センター ネットワーク復旧 










連合物資と生活用品を届ける。トラック 2 台 
3/21 重茂入り 柑橘類 40 箱とジャム。トラック 1 台 
ワカメ加工場の津波被害なしを確認。停電復旧。電話回線はまだ。全漁連経由
でガソリンあり。 
3/23 重茂入り支援職員、岩手職員・組合員 トラック 3 台 




3/30 重茂入り 食糧支援トラック 3 台 
4/1 重茂入り 食糧支援 トラック（12 トン） 
4/4 重茂へ支援職員・専務・理事長 今後に向けての協議 
4/6 重茂入り 茎わかめ 2,000 パック出荷 
4/8 重茂入り ３．１１製造の茎ワカメを出荷 




4/21 支援物資搬入は終了とする。 重茂川が細かいゴミで溢れている。 
4/22 重茂へ 







6/18 重茂入り フォーラムの森草刈り 
6/22 重茂入り 職員・組合員 ワカメ・草刈り打ち合わせ。定置網入れ開始 銀鮭



































 2011 年 7 月 30 日には漁協前の駐車場で「大バーべキュー大会」を開催。生活クラブ岩
手の熊谷由紀子理事長（当時）が実行委員長を務め、生活クラブの組合員や職員、生活
クラブ親生会メンバーが調理部隊や進行を担当し、重茂の地域住民を大いに楽しませる









































 これまで重茂漁協が復旧に要した設備投資は 130 億円（うち自己負担 13 億）、さらに
自己資本を投入した設備投資が 2 億円あり、債務総額は 15 億円になる。震災直後の 2011

























































った。発災５日目の 2011 年 3 月 16 日には役員決裁により、生活クラブ生協いわての支
援物資をトラックで搬入した。これは自衛隊より早い重茂入りであった。そして翌々日
の 3 月 18 日は、理事長・専務が自ら現地入りし、ヒアリングを実施。生活クラブ生協全
国連合会の支援物資が翌 19 日に入った。この初動の迅速さと物資調達能力の高さは、生
協だからこそ成し得た支援と言えるであろう。 


































堤防や岸壁が倒壊。組合員とその家族の犠牲者は合計 87 人。551 世帯あった組合員の家
屋のうち、約半数が損壊した。 
 





















組合員世帯数 405 戸 資本金 426,170,000 万円 
組合員数の動向 
574 名（正組合員 405
人、准組合員 169 人、） 
漁船数 725 隻 
組合員の平均年齢 平均年齢約 60 歳 水揚金額 10 万円 
代表理事組合長 小林 昭榮 販売取扱高 15 億円 
役職員数 
役員 12 名（理事 9 名、幹
事 3 名） 
職員 21 名 
加工事業取扱高 10 億円 
























田老町漁協と共に震災から 5 年半で計 21 回の「笑顔とどけ隊」バスボランティアを実


















































































61 全国農業協同組合中央会他編『協同組合原則とその解明』1977 年,協同組合経営研究所. 
62 伊東勇夫「協同組合原則の形成と展開」川野重任編『新版・協同組合事典』, 1986 年,家の
光協会. 
63 伊東勇夫「協同組合間協同の成立条件」『経清論集』第 31 巻第 2 号,1981 年,関西大学. 

















71 生活クラブ活動情報,http://seikatsuclub.coop/activity/20150824.html, 2015年 8月 24
日掲載. 









































相双地域では 6 つの産地市場が相双漁協により開設されていたが、2011 年 3 月 11 日に
発生した東日本大震災及び津波により甚大な被害を受けた。福島県沿岸部は、地震・津
波に加え、東京電力福島第一原子力発電所の事故により翌 3 月 12 日には 1 号機が、3 月
14 日には 3 号機、3 月 15 日には 4 号機と、相次いで水蒸気爆発したことにより放射性物























があった。震災前の取扱量は 1 万 8 千トン、水揚額は
















相双地区で 2 番目に取扱額の多い請戸市場の年間取扱額は 8 億円前後であった。漁業
形態は沿岸漁業のみで、刺網漁業、船曳網漁業、かご網漁業、はえ縄、流し網漁業、貝





















相馬原釜 11,853,701 4,624,800,813 53 
請戸 2,357,216 733,752,742 57 
新地 1,574,427 438,326,494 16 
鹿島 1,443,262 425,353,739 36 
磯部 1,256,674 299,545,748 14 
富岡 48,602 34,347,703 11 























を専門に取扱う仲買業者や加工業者を含む 14 人が買受人として登録されていた。 
 南相馬市鹿島区に位置する水産物産地卸売鹿島支所魚市場では刺網、船曳網、かご



































図 10 試験操業魚種が出荷決定されるまでの流れ 
（濱田武士・小山良太・早尻正宏「福島に農林漁業をとり戻す」みすず書房 p277 図９ 
試験操業の出荷・検査体制に加筆） 
 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災とそれに伴う巨大津波に加え、東京電力福島
第一原子力発電所の事故によって甚大な被害を受けた福島県の沿岸漁業（沖合底曳網含
む）は、2011 年３月 15 に全ての沿岸漁業及び沖合底曳網漁業で操業自粛の決定をした。
これを受けて、被災した漁業者支援や東京電力との賠償交渉窓口になる福島県漁業災害
復興連絡協議会と県漁連災害復興プロジェクトチームが 4 月 28 日に発足した。８月には
福島が復興ビジョンを策定した。その後、福島県によるモニタリング検査で、安全性が
確認された魚種を対象として海域も限定したなかで、2012 年 6 月２２日になり試験的か
 
94  
つ小規模な操業である試験操業を沖合底曳網漁で実施している。2016 年 8 月には福島県
の重要魚種であるヒラメが試験操業対象魚となり水揚げが開始された。 
試験操業では魚種、漁具漁法、操業海域が限定されている。操業海域は基本的に旧警















試験操業では１隻当たりの漁獲量が規制されている。例えばコウナゴは 20 カゴ（約 400















2015 年 6 月 18 日、築地市場で震災前に相双地区の活魚・鮮魚類を取り扱っていた卸売
会社 A 社と、同地区のコウナゴ・シラスなどの塩干加工品を扱っていた卸売会社 B 社の
2 社に、福島県産水産物取扱の現状、課題及び今後の展望についての聞き取り調査を実施
した。卸売業者 A の鮮魚担当者によると福島県産水産物は震災前の取扱量の 100 分の 1
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減少した。このことから、取引額は 2010 年の 12 億円から 2015 年 6 億円と約 50％が震災
によって失われてしまった。 
卸売業者への聞き取り調査によると、登録買参人は 120 名から 118 名になり、買参人数
の変化は少ないが、実質的に廃業したが売参権を返還していない業者や、津波により死
亡したため買参権の返還が進んでない買参人もいる。震災以前のセリ参加者は登録して





































































































計 10 漁港があり、小名浜漁港、松川浦漁港に継ぐ福島県で 3 番目の漁業生産規模の漁港
である。請戸漁港には地方卸売市場（以下、請戸市場という）が相双漁協により開設さ
れていた。2010 年の旧請戸支所組合員は 220 人（91 経営体）が所属しており、94 隻が漁




後、水産業の再興に伴い、1951 年から「第 1 次漁港整備」が行われ、荷捌き施設が整備
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登録漁船数 94 隻 
漁獲量 2,357 トン 
水揚額 734 百万円 
出荷先別比率 築地 70％ 名古屋 20％ 仙台 5％ その他 5％ 
所属組合員数 216 名 
漁業経営体数 91 経営体 
 
 



































ヒラメ、カレイ類などは刺網で漁獲する漁業者が多く、1 回に 50～60 反の網を投網し
ている。投網後は、海の状況などによって異なるが、通常は 1 昼夜から 2 昼夜後に揚網













いた。ホッキ貝の漁期は 6 月から翌年の 1 月までで、2 月から 5 月は禁漁期となってい
た。さらに乱獲を防ぐために漁の開始時間と終了時間を統一し、１回の曳網時間を 1 日
あたり 80 分 1 回だけとした。ホッキ漁業は水揚金をプールしてホッキ部会内で均等に分
配する完全プール制を導入していた。しかし、各漁業者の努力量が分配金に反映されな
いことに対する不満も多く、2008 年からは完全プール制を廃止していた。ホッキ貝はサ

















































































































































































魚群の分布は各年で異なっていたが、コウナゴは離岸 2～3 マイル以内、シラスは離岸 5 マ
イル以内が漁場となることが多かった。請戸地区の漁業者は、一般に請戸漁港地先にあた









の 50〜75％以上を 20km 圏内で漁獲していた。 
ヒラメ、カレイ類などの底魚を対象とした刺網漁は、請戸漁港地先の水深 60m 以浅で
行われることがほとんどで、最も盛んなのは水深 30～40m から岸側の範囲だった。聞き




には、水深 100m 以深で操業する漁業者もいた。しかし、最も盛んなのは水深 30～40m




く、漁獲量の 70％前後が 20km 圏内で漁獲されていた。 
業種 魚種 販売先 




小売り 活魚、鮮魚 地域消費者 





以浅の砂浜域を漁場としていたため、100％が 20km 圏内で漁獲されていた。 
今回の漁業者からの聞き取り結果をもとに作成した 20km 圏内と圏外での水揚額の比率



















































戸地区の組合員、組合員家族、仲卸業者の合計 209 名に送付し、124 名からご回答を得
た。 










標を、漁船数を 50 隻、水揚量を 2,000 トンとした。さらに、これを達成する時期を本格
操業の開始が期待される 2020 年度と設定していたが、未だ本格操業には移行してない。










同利用施設完成後から 5 年以降の請戸漁港利用漁船数の目標を 50 隻とし、復興計画を策
定した。水揚目標は、上述した請戸漁港を利用希望の漁業者水揚量と今後漁業再開を希









2019 年 10 月には共同利用施設が完成し、2020 年 4 月 8 日に競りが再開している。 
 
（２）浪江町における漁業の現状 




 福島第一原子力発電所事故により、2017 年 3 月 31 日まで６年間もの間、全町避難指示





場に陸送していたが、2017 年 4 月 1 日より避難指示が解除されたことをうけて、2017 年
３月 25 日に請戸漁港に凱旋し請戸漁港で水揚げした後、相馬原釜市馬へ陸送していた。
現在は上述したように請戸漁港で競りが再開している。 






表 25 請戸船試験操業の水揚高の推移 
年 2013 年 2014 年 2015 年 
漁獲量（kg） 10,763.0 32,395.5 115,590.4 
















































































































































77 濱田武士・小山良太・早尻正宏. 『福島に農林漁業をとり戻す』.2015, みすず書房, p. 336 
78 注 77 に同じ 
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その他、ご多忙にも関わらず調査協力や資料を提供していただいた相馬魚類株式会
社の加藤専務、藤原氏、相馬市地方卸売市場の皆様に心より御礼申し上げます。 
そして、業務と研究を両立させていただいた OAFIC 株式会社、一般社団法人マリノ
フォーラム 21、特定非営利活動法人ワールド・ビジョン・ジャパン、一般財団法人東
京水産振興会の皆様、本当にありがとうございました。 
最後に、一緒に頑張ってきた研究室の皆様，精神的にも経済的にも支えてくれた家
族に感謝の意を申し上げたいと思います。本当にありがとうございました。 
 
